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１．業務の目的 

 
１．１． 業務の背景と目的 

 
我が国の都市においては、社会経済情勢の変化に伴い、人口減少や高齢化、厳しい財政制

約等の諸課題が顕在化する中、人工知能（AI）・IoT 等の新技術やビッグデータなど（以下「先

進的技術」という。）をまちづくりに活かすことで、市民生活・都市活動や都市インフラの管

理・活用を飛躍的に高度化・効率化し、都市・地域が抱える課題解決につなげるスマートシテ

ィの実現に向けた取組を推進することが求められている。 
 
 今般、先進的技術をまちづくり分野に取り入れ、持続可能で分野横断的な取組により、都

市・地域の課題解決に係るソリューションシステムの構築を目指す提案を公募し、早期の事

業化を促進していくモデル的な事業（重点事業化促進プロジェクト）を選定したところであ

る（2020 年 5 月 31 日公表）。 
 
本調査では、重点事業化促進プロジェクトに選定された、加古川市（市全域）を対象とした

スマートシティを実現するための手法を検討し、スマートシティ実行計画を作成するために、

都市の課題の整理と課題解決に向けた先進的技術の活用方策の検討を実施する。また、スマ

ートシティに関する実証調査として、地域の安全・安心の確保に向けた河川分野におけるセ

ンシング技術の活用や電力データのまちづくりへの活用を対象とした実証実験を行い、その

際に関連するデータの取得・分析を行うものである。 
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１．２． 業務の内容 

 
 本業務の内容は、以下の通り、スマートシティ実行計画の作成に向けた各種検討・整理及

び実証調査から構成される。 
 
（１）都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討・整理 

本業務の対象区域である加古川市（市全域）の課題を既往の上位計画やデータなどを

もとに整理したうえで、課題に応じて活用可能な先進的技術を抽出し、導入の実現可能

性を検討する。 
 

（２）データの利活用における条件設定 
先進的技術の導入に当たって、関連するデータの利活用を推進するための条件、すな

わち多様な主体が活用できるデータフォーマットや、各種データを統合するプラット

フォームの在り方について整理する。 
 

（３）モデル事業としての横展開 
近隣の自治体をはじめとして、今後スマートシティに取り組む他の自治体・団体など

へ横展開ができるように、これまでの取組の成果の検証やボトルネックの分析等を行

うとともに、共通的に活用できる取組と個別の取組を整理する。 
 

（４）実証調査の実施 
地域の安全・安心の確保に向け、河川のセンシングデータの広域連携、電力データ及

び環境センサーを活用した市内こども園の省エネルギー・室内環境改善効果の検証を

対象とした実証実験を実施し、関連するデータの取得・分析を行う。 
 

（５）報告書の取りまとめ 
（１）～（４）の検討結果をスマートシティ実行計画（参考資料）に反映するととも

に、報告書にとりまとめ、報告書の概要に関するプレゼンテーション資料（パワーポイ

ント）を作成する。 
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１．３． スマートシティ実行計画との関係 

 
本報告書は、参考資料であるスマートシティ実行計画の策定に向けて検討・整理した内容

のうち、「先進的技術の導入に向けた取組内容」、「データ利活用の方針」、「横展開に向けた検

討」について、特定の技術を選択した理由や得失、各取組における成果と今後の課題、広域展

開の方向性等をまとめたものである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 本業務の検討結果とスマートシティ実行計画の関係 

１．都市の課題に対して実効性のある 

  先進的技術の活用手法の検討・整理 

２．データの利活用における条件設定 

３．モデル事業としての横展開 

４．実証調査の実施 

本業務の検討結果 

（本報告書） 

スマートシティ実行計画 

（参考資料） 

１．基本事項 

２．対象区域 

３．区域の目標 

４．区域の課題 

５．ＫＰＩの設定 

６．先進的技術の導入に向けた取組内容 

７．スマートシティ実装に向けたロードマップ 

８．構成員の役割分担 

９．持続可能な取組とするための方針 

１０．データ利活用の方針 

１１．横展開に向けた検討 

反映 
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２． 都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討・整理 

 
２．１． 対象区域の概要 

 
 本業務の対象区域である兵庫県加古川市（市全域）は、東播磨地方の中心部に位置する、

総面積約 138.48 ㎢の都市である。1950 年 6月に加古川町、神野村、野口村、平岡村、尾上

村が合併して県下 11 番目の市として誕生し、2021 年 2 月 1 日現在、人口約 26 万人、世帯

数約 10.8 万世帯（平成 27 年国勢調査に基づく推計人口）を抱える中核都市へと成長して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

名称 加古川市全域 

行政区域面積 約 138.48 ㎢ 

総人口 約 26 万人 

世帯数 約 10万 8千世帯 

市政 1950年 6月より 

図 加古川市の位置 

表 対象区域の基本情報（2021 年 2月 1日現在） 
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播磨平野の平坦な地勢を有する市の中央部を兵庫県下最大の一級河川「加古川」が貫流し、

北部には農村や丘陵地域が広がるなど、豊かな自然環境に恵まれた地域であることがまち

の大きな特性である。南部および中央部にある市街地は、主に商業地と住宅地から構成され、

2000（平成 12）年には「ウェルネス都市宣言」を行うなど「ひと」「まち」「自然」が調和

し、良好な環境のもとで誰もがいきいきと暮らすことのできる社会環境づくりが目指され

てきた。江戸時代には西国街道の宿場町として栄え、明治以降は、農業と漁業中心のまちか

ら軽工業のまちへ、さらに播磨臨海工業地帯の拠点へと変身を遂げながら発展してきた歴

史をもつ地域でもあり、文化遺産も多く残っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 加古川市のまちの特性 
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２．２． 対象区域の上位計画と課題 

 
（１）上位計画 

 
加古川市におけるスマートシティに関する取組は、市政の最上位計画である「加古川市

総合計画」、市の強みや特徴を生かした地方創生の指針となる「第２期加古川市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」、市民中心の課題解決型スマートシティの実現に向けた基本的

な目標や施策を示す「加古川市スマートシティ構想（以下、スマートシティ構想）」の３

つの上位計画において位置付けられている。本報告書においては、前述の計画に加え、加

古川市における人口の現状を分析し、今後目指すべき将来の方向性と人口の将来展望を提

示する「加古川市人口ビジョン」について、次ページ以降に主な内容を示す。 

 

また本業務の検討結果が反映される「スマートシティ実行計画」は、「スマートシティ

構想」に示された目標を達成するための手段として、具体的な取り組みの方向性を示すも

のとして定めるものである。2021年度より「スマートシティ構想」と一体的に運用し、概

ね 3年毎に、各取組の実証結果や先端技術の進展状況などを踏まえ、中長期的に推進して

いく内容を精査する予定である。 

 

 

 

図 関連する上位計画と計画期間 
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１）加古川市総合計画 （2020年 12 月） 

 

本計画は、加古川市のあらゆる計画の最上位に位置付けられ、「将来の都市像」の実現

に向けたまちづくりの基本的な方向性や施策を総合的かつ体系的に示している計画であ

る。計画期間は、2021年度～2026年度までの６年間である。 

 

本計画では、本市を取り巻く社会経済環境を、人口減少、人口構造の変化、地域コミュ

ニティの希薄化・高齢化、妊娠・出産・子育てに対する不安や負担感の増大、高齢化によ

る医療・介護ニーズの増大、地域経済の低迷、防災・防犯・交通安全、公共施設の老朽

化、財政負担の増大、先端技術、新型コロナウィルス感染症、SDGｓという視点から整理

した上で、人口推移などの市の現状を踏まえ、まちづくりの基本理念、将来の都市像、及

び将来の都市像を実現するための５つの基本目標と個別の政策が示されている。 

 

とりわけ「先端技術」に関しては、人口減少が進行する中、持続可能な形で行政サービ

スを提供し続け、住民福祉の水準を維持・向上させるため、積極的な先端技術等の導入・

活用が求められる旨が記載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 本市を取り巻く社会経済環境（先端技術） 
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 本計画において掲げられている方針について、以下に概要を示す。まちづくりの基本理

念は、2000 年の「ウェルネス都市宣言」を継承し、「ひと・まち・自然を大切にし ともに

ささえ はぐくむまちづくり」、将来の都市像は「夢と希望を描き 幸せを実感できるまち

加古川」と定められており、基本目標及び政策は「心豊かに過ごせるまち」「安心して暮

らせるまち」など、市民の生活を中心に考えられたものとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 加古川市総合計画の概要 
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 ２）第２期 加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）（2020年 12月） 

 

 本戦略は、国・県の総合戦略を勘案しつつ、総合計画で定める施策のうち、人口減少と

地方創生に主眼を置いた施策の体系化を図り、人口の将来展望を見据え、関連する施策を

連携させながら重点的に推進していくための方向性を定めるものである。計画期間は、

「加古川市総合計画」と同様、2021 年度～2026年度までの６年間である。 

 

本戦略では、国の横断的目標である「新しい時代の流れを力にする」に対して、「国全

体が Society5.0 の実現に向けてあゆみを進める中で、様々な市の課題にについて ICT（情

報通信技術）を活用し解決するとともに、市民の誰もがその豊かさを享受することで生活

の質を向上し、ひいては市民満足度の向上を目的とする、スマートシティの実現に向けた

取組を推進していく」ことが掲げられており、基本目標と施策においても、ICT等の先端

技術の積極的な活用について言及されている。本計画において掲げられている方針につい

て、以下に概要を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 加古川市総合戦略の概要（次ページに続く） 
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図 加古川市総合戦略の概要（続き） 
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３）加古川市人口ビジョン（2015年 7月） 

 

 本ビジョンは、国の総合戦略を受け、「加古川市総合戦略」と同時期に策定されたも

ので、本市における人口の現状と将来展望及び今後目指すべき将来の方向性を提示するも

のである。対象期間は、国の長期ビジョンに合わせて 2060年までが基本となっている。 

 

 加古川市の人口は、2010年 10 月の国勢調査では 266,937 人であるが、国立社会保障・

人口問題研究所が 2013年 3月に公表した推計によると、2040年に 222,976 人、2060 年に

は 177,399 人になると見込まれている。近年、年少人口(15 歳未満)、生産年齢人口(15～

64 歳)ともに減少傾向、高齢人口が増加傾向にある。人口動態をみると、本市の合計特殊

出生率は 2010年には 1.50 で国や県よりも高くなっているものの、2011年以降は一貫し

て出生数が減少を続けており、2013 年には死亡数が上回ることで自然減に転じている。社

会増減については、1999年に初めて転出が転入を上回り社会減に転じ、2007年から若干

社会増となる期間があったが 2012年以降再び社会減が続いている。 

 

グラフ 総人口及び年齢 3区分の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ 転入、転出者数の推移 
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本ビジョンにおいては、国の長期ビジョンや県の将来人口の展望を考慮するとともに、

転入、転出数の均衡及び国が示す合計特殊出生率を達成することで、2060年の総人口 22 

万人程度の確保と人口構造の若返りを目指すことが掲げられている。 

 

グラフ 人口の推移と長期的な見通し 
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 ４）加古川市スマートシティ構想（素案）（2021年 1月） 

 

 本構想は、ICT を活用しつつ市民生活の質を高め、市民満足度の向上を図りながら、市

のさまざまな課題について、テクノロジーをその手段とし、市民のみなさんと解決する

「市民中心の課題解決型スマートシティ」を目指し、「誰もが豊かさを享受でき、幸せを

実感できるまち加古川」を実現するために定めるものである。「加古川市総合計画」や

「第２期加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の横断的な構想として位置づけられ

ており、計画期間は 2021年度～2026 年度までの６年間、前期期間（2021～2023 年度）と

後期期間（2024～2026年度）に分けて、必要に応じて内容の見直しを行うこととしてい

る。 

 

 本構想では、「誰もが豊かさを享受できる スマートシティ加古川」を基本理念とし

て、「市民が主役」のスマートシティ実現のために守るべき共通ルールとして G20 Global 

Smart Cities Allianceが掲げる「スマートシティ推進の 5原則」を示している。また市

民・まち・行政に関する３つの基本目標を定め、その達成に向けた各種施策を示してい

る。本計画において掲げられている方針について、以下に概要を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 加古川市スマートシティ構想の概要  
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 本構想では、施策別の基本方針及びそれを実現するための具体的なアイデア例について

も示されている。 

 

表 加古川市スマートシティ構想の基本方針（次ページに続く） 
基本 

目標 
施策  基本方針（推進方針） 

１
．
市
民 

①行政手続 ・各種申請・届出のオンライン化 

・行政サービス（使用料、手数料等）や税のキャッシュレス決済の導入 

②窓口環境 ・誰にとっても簡単でわかりやすく、安心して手続きができる窓口環境の整備 

・分かりやすい案内表示、ワンストップ・ワンスオンリーの手続の推進 

③情報発信 ・利用者に応じた行政情報の発信や案内 

・知りたい情報をすぐに手に入れることができる環境の整備 

・市の魅力の再発見、市民としての誇りや一体感の醸成を図る情報発信 

④子育て ・健診や予防接種などの情報提供 

・見守りサービスなど、ライフサイクルを通じて切れ目のない支援 

・心身両面からの母子の健康づくり 

・子どもの記録管理や保育所の空状況把握など、子育ての負担軽減 

・ICTを活用した保育者の負担軽減、保育の質の向上 

⑤高齢者 ・誰でも使いやすい ICTツールの導入による地域内のつながり構築、共助促進 

・地域の若者による ICT利活用支援 

・介護支援サービスの充実 

⑥GIGA 

 スクール 

・児童の情報活用能力の向上、高度 ICT人材としての素地の育成 

・１人１台のパソコン端末の整備、個別最適化された学習の推進 

・教材の電子化による子どもの身体的負担の軽減 

・書類の電子化による保護者や学校の事務的負担の軽減 

・視力など子どもの健康面に配慮したデジタル教育環境の整備 

⑦行政情報 ・市の様々な情報のオープンデータ化、可視化の推進 

・データ形式、匿名加工など効果的にデータを利活用できる環境の整備 

２
．
ま
ち 

①移動 ・あらゆる移動手段のシームレスな情報連携 

・オープンデータ化による、多様な主体がサービス展開できる環境の整備 

・自家用車等の交通手段がない方が、活動的に生活できる環境の整備 

②安全・安心 ・見守りカメラのさらなる活用や見守りサービスの普及促進 

・見守り活動への積極的な参加、活動の充実を図り、地域総がかりで見守る 

③防災 ・災害・避難情報を迅速・的確に伝達し、誰もが逃げ遅れない環境の実現 

・災害時の国や県、他の自治体間との迅速な情報共有、連携体制の整備 

・救援物資の輸送管理や各種証明の発行など、遠隔地からできる仕組みの構築 

④にぎわい 【商業】・ICTやデータ利活用による小売店や中心市街地の集客力の向上 

    ・空き店舗等の有効活用、ウェルピーポイントの利用拡大、 

     オンラインショップ等を含めた新たな店舗の進出の支援による 

     駅前の活性化と回遊性の向上 

【農業】・ICTを活用した熟練農業者の技術の継承 

    ・農家と連携してデジタル技術の開発・普及に取り組む企業の支援 

【産業】・地場産業を活用した、市の魅力の発信 

    ・スタートアップ支援等、新たな産業の創出に向けた仕組みの構築 

⑤インフラ ・路面状況の把握による迅速な道路のメンテナンスや利用状況に対応した 

公園施設の整備など、自転車や歩行者にも優しいインフラ整備 

・まちづくりや災害時などにおける３D都市モデルの活用 

・ICTを活用した工事 
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表 加古川市スマートシティ構想の基本方針（続き） 

基本 

目標 
施策  基本方針（推進方針） 

３
．
行
政 

①窓口対応 ・欲しい行政サービス情報にスムーズにたどり着ける仕組みの構築 

・公平かつスピーディな窓口対応 

②業務効率化 ・入力、検索、チェックなど手作業の自動化や電子申請の導入の推進による 

 事務作業の効率化、正確性の向上 

・ペーパーレス化の推進による業務効率化や生産性向上、情報の共有化 

③業務継続 ・災害発生時等においても、主要業務を早急に復旧できる環境の実現 

・災害等により通勤困難な場合でも業務継続できる体制を平常時より整備 

・セキュリティを確保した、業務継続に必要となる情報にアクセスできる環境 

④データ 

利活用 

・データ利活用による、EBPMや新たなサービスの検討 

⑤人材育成 ・業務改善や改革に対する高い意識を持ち、データや ICTの活用に結びつけ、 

市政組織全般を俯瞰しながら関係者と連携・調整・協働できる人材の育成 

・データ利活用人材の育成による業務の効率化や生産性の向上 
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（２）現況と課題 

 
 加古川市は、人口減少、生産年齢人口比率の低下、高齢者人口比率の上昇がもたらす諸

課題に直面している中で、人口目標を 2060 年までに約 22 万人と設定し各種施策を推進し

てきたが、現状として各年の目標値を下回って推移している状態である。これは転出超過

が続いていること、中でも 0~14 歳、20~44 歳の若い世代、子育て世代の転出が多いこと

が原因と考えられる。 
 

グラフ 総人口と人口ビジョンにおける目標人口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ 転入・転出超過数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
  20~44 歳の若い世代

の転出が多い 



2-14 

 

16.3% 49.9% 23.0% 4.4% 6.4%

.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

満足 やや満足 やや不満 不満 不明・無回答

（出典）令和元年度 市民意識調査

このような事態を踏まえ、「加古川市総合戦略」では、解決すべき重点課題を「合計特

殊出生率の改善」及び「20~44 歳の転出超過数の改善」と定め、重点施策として「子育て

施策の更なる充実」、「しごと（働く場）の創出」、「地域活力のさらなる向上」の 3 点を掲

げている。2026 年度までの中期的な戦略のメインターゲットは 20~44 歳と子どもたちと

して、「子育て」や「しごと」に注力した具体的施策の展開が図られているところであ

る。 
 
スマートシティに関連する施策においては、子どもや高齢者を対象とした見守りサービ

スなど ICT（情報通信技術）の活用による安心・安全のまちづくりが先行的に進められて

おり、刑法発生犯罪件数の削減につながるなど一定の成果をあげている状況である。 
 

グラフ 見守りカメラ設置前後の刑法犯罪認知件数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
グラフ 子どもの見守りやパトロールなどの安全対策に関して満足している市民の割合 
 
 
 
 
 
 
 

  

2018 年 12 月に 
県平均を下回る 

見守りカメラ台数 
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また 2020 年度、上位計画が一斉に見直しの時期を迎え、地域課題の解決のために先端

技術を積極的に活用していく視点が各計画に盛り込まれた状況である。本市では「スマー

トシティ構想」において、「市民の QOL や利便性を向上するサービス」、「ICT を活用した

都市機能の強化や都市課題の解決」、「デジタル行政の推進」の各基本目標に対して、現状

と課題を以下の通り整理している。 
 

表 加古川市スマートシティ構想における現状と課題（次ページに続く） 
基本 

目標 

施策 現状・課題 

１
．
市
民 

①行政手続 ・市役所の開庁時間外でも手続きができる環境の構築に取り組んできたが、申

請・届出手続き等の多くは直接窓口に行く必要があり、事務手数料や施設利用

料等公共料金も多くが現金払い 

②窓口環境 ・対話支援用スピーカーの設置や手話通訳者の配置など、窓口環境の改善に取り

組んでいるが、近年外国人住民の方が増加傾向にあり窓口の多言語対応が課題 

・市役所に来庁した際に、窓口が分かりにくい、新年度等は窓口が混雑して 

密な状況が発生、手続きに長時間かかる場合がある 

③情報発信 ・SNSを含めた様々なツールを通じて情報発信を行っているが、情報量が多く、 

自分に必要な情報や、受けることができるサービスが分かりにくい 

④子育て ・子育て世代包括支援センターの開設、母子保健サービスや子育て情報の提供、 

オンライン相談、子育てアプリの配信、ファミリーサポート制度、 

ボランティアによる放課後の体験クラブなどに取り組んでいるが、妊娠・ 

出産・子育てに対する不安や負担感の増大を背景に、少子化はますます進行 

⑤高齢者 ・介護予防に効果的な通いの場は増加傾向にあり支えあいの仕組みづくりは進行 

・一人暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯、要介護高齢者の増加 

・誰でも簡単に使えるツールの構築やデジタルデバイドの解消 

・ICTを活用した介護支援や、介護者の負担を軽減するための支援による介護の 

担い手不足への対応 

⑥GIGA 

スクール 

・次代を担う子どもたちに求められる情報活用能力の向上 

・データ等により個別最適化された学習の提供 

・紙媒体の多さによる児童や保護者などへの負担 

⑦行政情報 ・行政情報ダッシュボードで市の様々な情報可視化、オープンデータ化も行って 

いるが、オープンデータの活用方法が分かりづらいため、なかなか活用されて 

いない 
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表 加古川市スマートシティ構想における現状と課題（続き） 

基本 

目標 

施策 現状・課題 

２
．
ま
ち 

①移動 ・市の東西は道路網や鉄道網が充実しており近隣都市や大都市へのアクセスは良好 

・リアルタイムに確認できるバスロケーションシステムは利用者に好評 

・特に北部地域においては公共交通機関が少なく、自家用車を保有しない方には 

病院への通院や買い物など、普段の生活に支障 

・加古川を渡る橋梁や主要な交差点において、通勤や通学時間帯は慢性的な渋滞が 

発生 

②安全・ 

安心 

・見守り活動などにより刑法犯認知件数、交通人身事故発生件数は減少傾向に 

あるが、高齢者の関係する事故と自転車関連事故は依然として多い状況 

・「街灯が少なく不安に感じる場所がある」「不審者情報が多く不安である」「交通 

マナーが悪い」など市民のまちに対するイメージが十分良いとはいえない状況 

③防災 ・行政情報ダッシュボード、防災アプリなどによる情報伝達に取り組んでいる 

・災害が発生した際には、被災状況を確認するとともに、今後の天候や河川水位 

情報など様々な情報を収集、分析し、迅速に、的確に避難勧告・指示等を発令、 

誰もが逃げ遅れることのないように情報を確実に伝えること 

④にぎわい ・「かこがわウェルピーポイント制度」を通じて地域活動の活性化と商業の振興を 

推進 

・ふるさと納税では全国初の取り組みとして「会いに行く返礼品」を開発するなど 

市の魅力を発信 

・中心市街地では店舗数が減少し、空き家や空き店舗が有効活用できていない 

・都市化の進行に伴う農地の減少や後継者不足、放棄田が増加している傾向 

⑤インフラ ・メンテナンスの必要な路面の把握が難しい状況 

・通勤や通学時間帯において、幹線道路の渋滞などが頻発 

・中津水足線や神吉中津線（新橋梁）の整備、国や県との連携のもと加古川橋の 

架け替え、国道２号線の４車線対面通行化やＪＲ東加古川駅周辺連続立体交差に 

関する取り組みなど、都市基盤の整備が進められている 

３
．
行
政 

①窓口対応 ・行政手続きに必要な書類の掲載場所が分かりにくく、事前に準備することが 

困難な状況 

・紙書類の申請のため、システムへの入力、問い合わせ時の検索などが非効率な 

状況 

②業務 

効率化 

・定型業務の自動化などに取り組んでいるが、紙資料が多く、申請書等の入力作業 

や確認に時間を要するとともに、データの整理方法が統一されていない 

③業務継続 ・大規模化・頻発化している台風・集中豪雨・土砂災害などの自然災害、 

南海トラフ地震発生の懸念や予測不能な感染症まん延等により、市役所本来の 

業務機能を停止せざるを得ない状況が想定される 

④データ 

 利活用 

・効果的なデータ利活用に発展することなく、保存データとして終わってしまって 

いるデータが大量に存在 

⑤人材育成 ・データや ICTを活用して業務の改善や変革を成し遂げられる人材が少ない 

・どのような知識やスキルが必要で、どのように育成していくべきかを明確にし、 

各部局でスマートシティを推進していく体制の構築 
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２．３． 活用可能な先進的技術の抽出と導入可能性の検討 

 

（１）検討・推進体制 

 

 本市における先進的技術を活用した各種事業は、取組内容に応じて市と民間企業等が協

定等を結び官民連携で推進されてきた。2020 年 2 月には複数の関係事業者を構成員とした

「かこがわ ICTまちづくり協議会」が設立され、以降は当協議会を中心として活用可能な先

進的技術の検討・整理や段階的な技術実装が図られている。各事業者の技術・ノウハウを踏

まえた個別チーム体制を構築しつつ、外部機関・団体などの協力も得て全体で連携したまち

づくりを進めている。体制図を以下に示す。 

 

 

図 検討・推進体制図 

 

表 関係組織の概要 

組織名称 概要 

東播磨 

スマートシティ 

推進協議会 

・東播磨県民局長及び東播磨県民局管内市町長（加古川市長、高砂市長、播磨町

長、稲美町長）及び、兵庫県企画県民部情報企画課長で構成。 

・東播磨県民局、管内市町及び関係機関の緊密な連携により、IoTや AI等の新技

術やデータを活用しながら、地域が抱える交通、健康・医療、教育、環境、地域

安全、災害等の諸課題を解決し、安全安心で快適性や利便性の高い社会サービス

が提供されるスマートシティの取組を推進。 

播磨圏域 

活性化推進検討会 

・播磨圏域連携中枢都市圏の連携市町の連携中枢担当課長及び各県民局・センター

の連携中枢担当者で構成。 

・政策課題の共有と今後の連携事業等への反映に繋げることを目的として、各連携

市町で取り組む施策等に関する具体的な報告等を行う。 

加古川市スマートシ

ティ推進協議会 

 

・大学や民間企業等の有識者、兵庫県企画県民部科学情報局情報企画課長で構成。 

・「情報通信技術基盤等の利活用に関する推進方針」の策定に関して総合的・専門

的見地からの指導・助言を行う。 
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（２）取組の全体像 

 

 本市における先進的技術を活用した取組は、大きく分けて、多様で高精度なデータの取得

を可能とするセンサー等の IoT機器の配置に係る「アセット層」、様々なデータを標準化・

統合し、多様な主体の協働・データ利活用・業務効率化・EBPM などを推進する基盤となる

「プラットフォーム層」、データの利活用等を通じて市民の QOLや利便性を向上させるスマ

ートサービスの開発・改良・展開を目指す「サービス層」の３層に大別される。市民の QOL

や利便性を向上させる各種サービスは、良質なデータとそれを管理・活用するための確かな

データ基盤が土台となり構築されるものであるという視点から、これらに係る取組をバラ

ンスよく推進していくことが重要であると考えている。 

 

 
図 取組の全体像（３層構造） 
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（３）取組の内容 

 

策定予定の実行計画に反映されている取組内容の一覧と「スマートシティ構想」における

施策との対応関係、現在の事業フェーズ（開発段階・実証段階・実装段階）を以下に示す。 

 

表 主な取組内容一覧 

取組内容 関連施策 
事業フェーズ 

(2020年度) 

３層 サービス層   

①行政情報ダッシュボード・アプリによる情報提供 
【市民】情報発信 

【市民】行政情報 
実装 

②地域ポイント制度 【まち】にぎわい 実装 

③子ども・高齢者の見守りサービス 【市民】子育て・高齢者 実装 

③-1 次世代見守りサービスの展開 

   ～広域みまもりタグ検知アプリ～ 
【市民】子育て・高齢者 実証 

③-2 次世代見守りサービスの展開 

   ～電動アシスト自転車による高齢者の見守り～ 
【市民】高齢者 試行実証 

④保育士等の働き方改革・業務負荷の改善、 

 快適な保育環境の提供 
【市民】子育て 実証 

⑤国の浸水把握技術実証との連携 【まち】防災 実証 

⑥災害情報伝達手段等の高度化、3D都市モデルの活用 【まち】防災 開発 

⑦遠隔環境での健康増進活動支援サービス 【市民】高齢者 開発 

⑧高齢者における認知症の早期対応（MCI） 【市民】高齢者 開発 

⑨3D都市モデルと人流センシングデータを活用した 

 加古川駅前等の回遊状況検証 

【まち】にぎわい 

【まち】インフラ 
開発 

⑩ラストワンマイルの移動サービスの構築 【まち】移動 開発 

２層 プラットフォーム層   

⑪統合データプラットフォームの構築 

（全般） 

【行政】データ利活用 

    業務効率化 

実装 

⑫オープンデータ APIの提供 【行政】データ利活用 実装 

⑬周辺自治体との広域連携 【行政】データ利活用 調整 

１層 アセット層   

③見守りカメラ・タグ検知器の導入 
【市民】子育て・高齢者 

【まち】安全・安心 
実装 

③郵便車両等へのタグ検知器・カメラの搭載 
【市民】子育て・高齢者 

【まち】安全・安心 
実装 

③-2 電動アシスト自転車への GPS・BLE受信機の搭載 
【市民】子育て・高齢者 

【まち】安全・安心 
試行実証 
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下記の主要な取組については、取組の概要、各々の技術が抽出された理由や制約条件、主

な特徴（①先進性（導入技術・工夫が既往事例より進歩していること）、②効率性（維持管

理の効率化やインフラ整備削減などに寄与すること）、③継続性（継続的に運営できる計画・

体制であること）、④汎用性（地域性に寄らない技術の活用・ノウハウであること））、現在

の成果や今後の課題を次ページ以降に示す。 

 

 本報告書において背景などを整理する主要な取組： 

１） こども・高齢者の見守りサービス 

２） 保育士等の働き方改革・業務負荷の改善、快適な保育環境の提供 

３）国の浸水把握技術実証との連携：国が行う汎用カメラを用いた浸水把握技術実証と

連携した災害情報の高度化 

４）遠隔環境での健康増進活動支援サービス 

５）３D都市モデルと人流センシングデータを活用した加古川駅前等の回遊状況検証 

 

  



2-21 

 

表 主要な取組の整理（１） 

取組名 こども・高齢者の見守りサービス 

関係事業者 

(協議会構成員) 

株式会社日建設計総合研究所（NSRI） 導入コンサル 

綜合警備保障株式会社（ALSOK）他 機器・インフラ整備・維持管理、 

システム構築 

株式会社フューチャーリンク 

ネットワーク (FLN) 

加古川アプリによる検知機能実装 

導入の背景・ 

課題 

・刑法犯罪認知件数（主要窃盗犯罪件数：2017 年時点で年間 992 件）が多く、地域

の防犯体制を強化する必要があった。 

・認知症の行方不明者発生件数（2016 年時点で年間 150 件）が多く、警察の捜索に

多くの時間や人手を要していた。 

・安全・安心な子育て環境の整備が市の優先課題の一つであった。 

概要 １）見守りカメラ・タグ検知器の整備による市民生活の安全確保 

・2017,18年度に小学校の通学路や学校周辺を中心に見守りカメラを 1,475台設置。

複数社の BLE(ビーコン)タグを検知できる検知器を同梱。 

・犯罪の抑止、事件等の早期解決、行方不明者の捜索、災害時の被害状況の確認な

ど、市民生活の安全確保に活用。 

２）官民連携による見守りサービスの提供 

・BLE タグを持った子どもや認知症のため行方不明となる恐れのある高齢者などの

対象者が検知器付近を通過すると、保護者が通過記録をアプリ等で確認できる見守

りサービスを提供。 

３）タグ検知器の拡充による検知率の向上 

・公用車約 256台、郵便車両（日本郵便）約 176台、公共施設等に検知器を配置。 

・市民が見守りボランティアとして活動できるタグ検知機能をもつアプリを開発。 

先進的技術の 

抽出理由 

■見守りカメラ 

・カメラの設置は犯罪抑止効果が高い。 

■BLE（Bluetooth Low Energy）タグ 

・RFID や GPS を利用した同様の見守りサービスに比べ、電池寿命や設置・運用コス

ト面でメリットが大きい。 

■複数事業者のタグを検知できる BLEタグ検知器 

・1箇所の設置ポイントに対し、複数の事業者の検知器を設置することはユニットの

大きさやコスト面での負担が大きい一方、特定の事業者を選定してしまうとサー

ビスが閉ざされてしまいかねないため、複数事業者によるワーキングにおいて標

準仕様を検討し検知器に反映した。 

■BLE タグ検知機能を持つ行政情報アプリ 

・アプリのダウンロードのみでタグ検知が可能であり、導入コストがかからない。 

制約条件、 

今後の課題等 

■カメラ画像の使用制限 

・個人情報保護の観点からカメラ画像の利活用には制約が多い。 

■検知器メッシュの強化とタグの普及 

・見守りサービスの効果は、検知器メッシュの強化とタグの普及にかかっている。 

⇒本市においては、検知器メッシュを効率的に配置するため、見守りカメラのユニッ

トに同梱するかたちで約 1,500 か所に設置。設置コストと電源設備・通信設備の

共有を可能とした上、移動式検知器による補完も行っている。 

■見守りボランティアの普及 

・見守りに協力するためには、スマートフォンの Bluetooth機能を ONにする必要が

あり、電池消費が激しい。 

・市民の積極的な協力を促すインセンティブの提供が必要。 

現在の成果、 

今後の取組 

・見守りカメラを設置後、一貫して刑法犯罪認知件数が低下を続け、2018年 12月に

は初めて県平均を下回った。 

・行政情報アプリのダウンロード数は 1.6 万件、登録者数（見守り検知機能）は約

4,000人を達成。 

・今後は検知率向上のための移動式検知器の拡充（アプリ登録者数、電動自転車な

ど）や近隣自治体と連携したサービスの広域展開（４章を参照）を目指している。 
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表 主要な取組の整理（２） 

取組名 保育士等の働き方改革・業務負荷の改善、快適な保育環境の提供 

関係事業者 株式会社日建設計総合研究所（NSRI） 全体計画、コンサル 

日本電気株式会社（NEC） 感情分析ソリューションの開発 

株式会社フューチャーリンクネットワーク (FLN) データ API連携 

導入の背景・ 

課題 

・幼児教育・保育の無償化や共働き家庭の増加などにより、保育ニーズが高まってい

る一方、待機児童、保育士不足に直面している。 

・子育て環境や働きやすい職場環境づくりが市の優先課題の一つであった。 

概要 １）ICTツールの活用による業務効率化 

・保育に関する書類の簡素化と電子化、アプリやセンサーによる登降園、検温、午睡

の管理など、ICTツール活用により保育をサポート。 

２）保育士の体調センシング 

・ウェアラブルデバイスのセンサーを通じて得られた装着者の脈拍・生体情報をもと

に、疲労やストレス、充実度を検知。業務状況と紐づけ分析、サポートやキャリア

アップの支援につなげる。 

３）環境センサーを活用した快適な保育環境の提供 

・環境センサーにより室内の温度、湿度、照度、音、UVなどを収集、電力データ等と

クロス分析することで、快適な室内環境の提供や電力削減に係る検討を実施。 

先進的技術の 

抽出理由 

■業務効率化ツール 

・書類の電子化と簡素化：転記・承認・保管などの作業の大幅な省力化が実現可能。 

・アプリによる登降園管理：正確な打刻や集計・可視化、データ出力等が可能。 

・検温センサー・午睡センサー：測定の時間を短縮し、記録の手間の軽減が可能。異

常値などのアラート機能付き。 

■ウェアラブルデバイス（センサー） 

・センサーやクラウド等を活用し、脈拍からリアルタイムで従業員のストレス度など

をリアルタイムに判別。 

■環境センサー 

・温度･湿度･照度･気圧･騒音･UV･不快指数･熱中症警戒度（Index）を計測可能。 

・Bluetooth通信により電池の消耗が少なく、小型（各辺 5cm以下）で保育業務の邪魔

にならない屋内外のあらゆる場所に設置が可能。 

制約条件、 

今後の課題等 

■業務効率化ツールに対する抵抗感、ノウハウの伝授に対する懸念 

・これまでの業務形態を変更することへの抵抗感、保育ノウハウが若手職員に十分に

伝授されないのではないかとの懸念を抱くベテラン保育士が多い状況。園内の段階

的な普及に向けた策は必要。 

■ICT ツールの操作性 

・保育士のみならず、保護者も含めて操作が容易で短時間で使いこなせることが重要。

例えばタッチパネルによる登降園管理は、送り迎えする保護者が同一でない場合や、

スマートフォンを所持していない場合（高齢者など）でも報告が可能だが、画面操

作が複雑になる場合もあり、QRコード、ICカード等の併用を検討中。 

■センサーのカバー範囲 

・設置場所、向きによってカバー範囲（測定できるデータ）が限られる。 

現在の成果、 

今後の取組 

・実証対象の保育園にて書類の電子化と簡素化による大幅な省力化（約 50%削減）を達

成したため、共通ルールとして市内６園に展開した。 

・アプリ、センサーの活用による省力化の成果も確認されており、現在は登降園管理、

健康管理に限らない複数の保育支援機能を提供する新たなアプリの導入、FIWAREと

の連携を検討中。 

・環境センサーによる電力利用の効率化と室内環境の快適性向上の成果も確認済み。

季節に応じた変化についても確認し手法を洗練する予定。 

・ウェアラブルデバイスは、実証サンプルから事務作業時や保育士の人数が減る時間

帯にストレス負荷が比較的高いなど体調と業務状況を紐づけ分析中。 
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表 主要な取組の整理（３） 

取組名 国の浸水把握技術実証との連携：国が行う汎用カメラを用いた 

浸水把握技術実証と連携した災害情報の高度化 

関係事業者 株式会社日建設計総合研究所（NSRI） 導入コンサル 

綜合警備保障株式会社（ALSOK） アセット設置、システム構築 

株式会社フューチャーリンク 

ネットワーク (FLN) 

データ連携 

導入の背景・ 

課題 

・加古川では、過去の水害被害を踏まえ河川改修が進められてきたことから、近年は

大きな浸水被害の頻度は減っているものの、地球温暖化の影響により大雨やゲリラ

豪雨の回数が増加傾向にある（外水だけでなく、内水氾濫への対策が求められる）。 

・市、県、国の河川情報システムがそれぞれ分かれて存在。連携することで市民に向

けた適時・的確な避難情報提供、避難指示ができる。 

概要 １）国・県の河川情報システムとの連携 

・姫路河川国道事務所、兵庫県の河川情報システムと加古川市の FIWAREを API連携し

国の河川カメラ画像、兵庫県の水位データを取得。 

２）市内外への水位（浸水検知）センサーの設置によるリアルタイムの情報収集 

・３D 地形データ等を活用したハザードエリアの検証とそれに基づく新たな水位セン

サーの設置により、リアルタイムでのデータ収集環境を整備。 

３）行政情報ダッシュボードによる可視化 

・市の行政情報ダッシュボードに統合・可視化することで、加古川市民への情報提供

を一元化。 

先進的技術の 

抽出理由 

■FIWAREを基盤としたデータ連携 

・本市ではオープンデータを公開するための基盤ソフトウェア（データプラットフォ

ーム）を構築済み（FIWAREを採用）であり、国・県においてもデータ流通に配慮し

たシステム導入が既に行われていたため、新たなシステムにデータを取り込む必要

がなく、APIによるデータ連携が可能であった。 

・FIWAREにおいて庁内用データ、公開データ（行政情報ダッシュボードでの表示）、オ

ープンデータなどを仕分けして管理することも可能。 

■水位（浸水検知）センサー 

・低価格で大掛かりな工事が必要ないため多地点に設置可能。 

・浸水のプッシュ通知や地図上での可視化（色付きピン）が可能。 

・河川全体の危機管理ための監視箇所だけでなく、身近な市街地の浸水有無を知らせ

ることで市民の避難行動を促進。 

制約条件、 

今後の課題等 

■連携先のシステム要件 

・データ連携のためには、双方においてデータ流通を可能とするシステムが構築され

ていることが条件となる。 

・今後、加古川流域の他の市町と国・県の間でも連携を推進するためには、本市の

FIWARE・ダッシュボードを複数の近隣自治体で共同利用し、利用料を回収するなど

のスキームが必要であると考えられる。 

■浸水検知センサーの効果的な配置 

・危機管理型水位計と異なり、得られる情報は浸水検知のみのため、設置箇所・数・

高さの検討が必要。現時点では、浸水実績や土地利用（駅前の市街地、主要道路の

アンダーパスなど）の情報をもとに、浸水リスクが高いエリアを抽出し、加古川市

防災部局の意見も踏まえ、地表付近に 7か所設置。 

■避難行動につなげるための情報発信、防災研修など 

・カメラ画像（通常・現在・時刻別）や水位データ（浸水検知含む）など様々な情報が

提供されていても、情報の範囲が広く、市民一人一人が自分事と捉えて災害時に活

用し、迅速な避難行動につながるとは限らない。情報の一元化を進めるとともに、

避難行動につなげる効果的な情報発信や防災研修等による普及・啓発が求められる。 

現在の成果、 

今後の取組 

・データプラットフォーム間の連携による防災情報の提供を全国に先駆けて実現。 

・今後は、近隣自治体と連携した情報収集や避難指示、センサー等による災害情報の

提供の更なる充実、避難行動につなげるための情報発信や防災研修などに取り組む

ことを検討中。 
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表 主要な取組の整理（４） 

取組名 遠隔環境での健康増進活動支援サービス 

関係事業者 株式会社日建設計総合研究所（NSRI） 導入コンサル 

株式会社 Condisense（コンディセンス） アンクルバンド・アプリ構築、 

サービス運営 

導入の背景・ 

課題 

・新型コロナウィルス感染症の流行により、高齢者の外出の機会が減り、健康寿命延

伸のための運動不足解消や人的交流が求められている。 

・高齢者におけるデジタルデバイドへの抵抗感が大きく、それへの対応が求められて

いる。 

概要 １）アンクルバンドとアプリによる高齢者の運動不足解消・健康増進サービス 

・アンクルバンドから専用アプリが健康データ（足筋力スコア、歩数、消費カロリー、

歩行速度、体の安定度等）を取得し、健康状態の推移を見える化、必要なタイミン

グで改善アクションを通知。 

２）高齢者のコミュニケーション不足の解消 

・利用者が許諾した仲間内でアプリの健康スコアを共有することでコミュニケーショ

ンを活性化。 

・コロナ禍で継続困難となった集合型の取組（いきいき百歳体操など）に代わる健康

増進運動を、オンラインツール(Zoom等)で定期的に実施。 

３）統計データの格納と活用 

・取得した統計データ（匿名加工データ）を APIにより統合データ PFに格納し、健康

増進効果の分析等を行う。 

先進的技術の 

抽出理由 

■”介護先延ばし”回避に有効な 3要素を全て満たす先進技術の採用 

・“介護先延ばし”を回避・後ろ倒しするためには、下記３要素の全てを満たしてはじ

めて効果が期待でき、それを実現するためのサービスの提供（デジタルデバイド・

遠隔支援ツール等）を目指す。 

 【要素①】“いつもと違う”状態（自分では認識できない細かいレベルでの日常生活

における疲労の蓄積（例：足が思うようについてこない状態等））の検知 

      ⇒コトが起きた後の対応ではなく、その予兆を掴むことができる 

 【要素②】即時改善アクション提案／回復状況可視化 

      ⇒“検知のみ”に留まらず、即時に対処策を実行できる 

 【要素③】モチベーション維持に効果的な仕組み 

      ⇒上記①・②の活動を継続することができる 

・上記３要素の全てを満たすサービスの実装化は、現状ではまだ皆無といえる状況で

あり、先進的技術として選定する意義は高いと考える。 

制約条件、 

今後の課題等 

■高齢者のデジタルツールに対する抵抗感の解消 

・“デジタル初心者でも簡単に相手と会話できる環境”をサポートすることでコミュニ

ケーションのきっかけを創出することが必要である。 

・また、自宅等での限られた場所でも簡易に身体の変化を検知可能とすることにより、 

健康増進運動のモチベーションを喚起し、運動不足解消につなげるサービス提供が

求められる。 

■社会実装に向けたビジネスモデルの確立 

・マネタイズポイントの確立・充実（例：市の施策と連動した地域ポイント活用やサ

ービス利用料等による持続的な運営など）を目指すとともに、低廉なサービス提供

方法の検討が必要である。 

■健康データを利活用する際のルール等の整備 

・個人の許諾取得や健康データの利活用に対する許容度の増進に対する工夫やノウハ

ウ獲得が重要である。その際、サービスの広域展開、健康データの広域利活用・スト

ックを視野に入れて、都市ＯＳとの連携策の検討が必要である。 

現在の成果、 

今後の取組 

・現状においては、本サービスは開発段階であり、来年度以降、その継続的な効果把

握や社会実装化に向けたサービス提供価格（ビジネスモデル、低廉なサービス提供

方法の検討）の実現のための実証を実施予定である。 

・また、今後の本サービス実証を通じて、高齢者のデジタルデバイドへの低減効果の

把握や、その効果を発現させるための工夫・ノウハウ獲得が必要である。 
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表 主要な取組の整理（５） 

取組名 ３D都市モデルと人流センシングデータを活用した加古川駅前等の回遊状況検証 

関係事業者 株式会社日建設計総合研究所（NSRI） 導入コンサル 

日本電気株式会社（NEC） システム導入 

導入の背景・ 

課題 

・駅周辺に集積した低未利用地を活用したまちづくり（都市機能の更新、回遊性の向

上、賑わいの創出など）が検討されている。 

・市内に見守りカメラや見守りサービスのタグ検知器が整備済みであり、防犯目的以

外に、災害時などの命の危険が及ぶ事態において、それらの収集データの活用が可

能である。 

・国土交通省の ProjectPLATEAUにおいて加古川市が対象都市の一つに選定され、高精

度な 3D都市モデルが作成された。 

概要 １）カメラによる駅前の人流の把握 

・加古川駅周辺に設置予定のカメラ映像の解析により、リアルタイムで通行人数・通

行者の性別・年齢を推定。 

２）災害時における見守りカメラ画像や見守りタグ検知情報の活用 

・大雨など洪水被害が予測される場合に、カメラ画像を活用した浸水リスクや被害予

測を解析。また、例えば、要援護者に見守りタグを事前に配布し、避難所にタグ検

知器を設置することで、確実な避難の実施・確認を実現。 

３）3D都市モデルへの重畳と利活用 

・国土交通省主導の Project PLATEAU により整備された３D 都市モデルへ人流データ

を重畳することにより、駅周辺の整備や賑わい創出策の検討などに活用することを

想定。 

先進的技術の 

抽出理由 

■カメラ画像の解析技術 

・【人流】カメラ画像からリアルタイムで通行人数、通行者の属性（性別・年齢）の自

動推定が可能（判断基準が一定で、中長期的な客層分析が可能）。また、マスクなど

の顔の装着物も認識可能。 

・データ生成後カメラ画像を即座に破棄することにより、プライバシーに配慮しなが

ら、データの軽量化を図ることができる。 

・【災害】ＡＩを活用して、カメラ画像から浸水リスクや被害予測を行う技術が開発さ

れている。 

■国際標準 CityGML形式の 3D都市モデル 

・国土交通省主導の Project PLATEAU により整備された３D 都市モデルは、海外の先

進事例においても採用されている CityGML 形式で作成されており、都市計画決定情

報、地形、道路、公園、建物のデータが、用途等の属性情報を持った状態で整備され

ている。 

制約条件、 

今後の課題等 

■CityGML形式の活用環境の整備 

・CityGMLは中間形式であるため、他形式のデータを重畳し可視化したり、変更や更新

をしたり、シミュレーションなどに利用したりするためには、別の形式への変換が

必要となる場合が多く、さらにデータ容量が大きいため、既存の市のシステムでは

対応できない（機器更新などが必要となる）可能性がある。 

■個人情報保護 

・人流の可視化と発信においては、都市ＯＳを活用する場合には、非公開領域へのデ

ータ格納や集計化による可視化など運用ルールの工夫により、個人情報保護への配

慮が必要である。 

現在の成果、 

今後の取組 

・今後の人流把握に係る取組として、駅周辺の開発予定地にカメラを設置し、撮影し

たデータを解析し、時間帯ごとの人の流れを把握し、３Ｄ都市モデルを活用したリ

アルタイムモニタリングの検討を予定している。また、時系列変化の把握として、

エリア開発時や開発後に、開発前・開発中・開発後の人の流れの変化を確認し、開

発計画の改良や、賑わい創出のための基礎データとして活用することが考えられる。 

・今後の災害対策に係る取組として、カメラ画像を活用した浸水リスクや被害予測を

解析し、３Ｄ都市モデルへの重畳を行うことで、垂直避難等の判断支援ツールとし

ての活用を想定している。また、例えば、要援護者に見守りタグを事前に配布し、

避難所にタグ検知器を設置することで、確実な避難の実施・確認が可能となる。 
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表 主要な取組の特徴 

取組名 先進性 効率性 継続性 汎用性 

１） こども・高齢者の 

見守りサービス 

 

・複数事業者の見守

りタグが検知で

きる「共通検知

器」の開発。 

・固定式検知器のメ

ッシュを補完す

る移動式検知器

の拡充。 

・タグ検知器を見

守りカメラに同

梱することで設

置コストと電源

設備・通信設備

を共有。 

・官民連携で実施

（見守りサービ

スは民間サービ

スにて運用）。 

・2017 年度より

順次運用を開

始。 

 

・見守りカメ

ラ及びタグ

検知器は汎

用性の高い

モデルを採

用。 

２） 保育士等の働き方改革・ 

業務負荷の改善、 

快適な保育環境の提供 

・保育環境における

ICTツールの活用。 

・保育士の体調セン

シング。 

・環境センサーを用

いた快適な保育環

境の提供（クロス分

析）。 

・省エネ効果等を

分析（電力使用の

平準化）。 

・昨年度から実証

を開始。 

・市販の ICT

ツール、環

境センサー

を採用。 

３） 国の浸水把握技術実証との 

連携：国が行う汎用カメラを    

用いた浸水把握技術実証と

連携した災害情報の高度化 

 

・国及び県のシステ

ムと市のデータ

プラットフォー

ムを連携。 

・カメラとセンサー

（水位、浸水検

知）の組合せによ

る情報収集。 

・データ連携によ

るハード整備（新

たなシステム構

築）費用の削減。 

・昨年度より一部

実装済。 

・ ア セ ッ ト

（浸水検知

センサー）

については

汎用品を採

用。 

・FIWAREは欧

州で開発・

実証された

OSS（オープ

ンソースソ

フ ト ウ ェ

ア）。 

４）遠隔環境での健康増進 

活動支援サービス 

 

・アンクルバンドと

アプリで筋力/疲労

状態の推移を把握。 

・オンラインツール

による健康増進活

動継続の仕組み。 

・アンクルバンド

とアプリによる

ハード整備の削

減。 

・官民連携により

継続的かつ自律

的な運営を実

施。 

 

・コロナ禍に

おける高齢者

の運動不足解

消 

５）３D都市モデルと 

人流センシングデータ 

を活用した加古川駅前等の 

回遊状況検証 

・リアルタイムで計

測集計、顔の装着物

も推定可能。 

・顔画像を録画せ

ず、計測値のみ保存

することでプライ

バシーに配慮。 

・データの軽量化

（カメラ画像の

削除）による管理

の効率化。 

 

（同左） ・カメラは汎

用性の高い

モデルを採

用。 

・3D都市モデ

ルは国際標

準に基づく

形 式 で 作

成。 
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主要な取組以外で、現在本協議会において推進している各種プロジェクトの概要を以下

に示す。 

表 その他の取組の概要（次ページに続く） 

取組名 概要 

行政情報ダッシュボード・コミュニ

ティアプリによる情報提供 

多様な行政情報を集約したダッシュボード・アプリの構築 

・身近な行政情報の伝達手段として、スマートフォン等で閲覧が可能

なコミュニティアプリを導入。登録属性に応じたプッシュ通知を受

信できるよう整備し、より隙間のない緊急情報伝達網を構築。 

・また様々な情報を地図情報とリンクさせた状態で、インターネット

より閲覧できるダッシュボードを構築。 

地域ポイント制度 

社会活動等のきっかけとなる地域ポイント制度の構築 

・市が対象とする社会活動や地域活動、健康づくり活動等に参加した

場合やポイント加盟店で買い物等をした場合にポイントが付与され

る官民協働による制度。 

・市立学校園への寄附、ポイント加盟店の商品との交換や加盟店での

支払いに利用でき、活動を始める「きっかけ」と続ける「楽しみ」に

なる。 

次世代見守りサービスの展開 

～電動アシスト自転車による高齢

者の見守り～ 

１)未来型電動アシスト自転車の導入 

・減速時に発電することで電力を回生する 

 （充電不要の可能性） 

・下り坂における速度超過や誤踏込、転倒を防止する安全機能付き 

・避難所に配置し、非常時には補助電源として活用可能 

2) GPS及び BLE タグ受信機の搭載 

・GPS 及び BLE タグ受信機の搭載により、位置情報の把握による見守

り、事故防止に活用可能な速度等のデータ収集を行い、高齢者の自

転車交通事故防止に活かす。 

・GPS端末の欠点である「持たせにくい」「充電が出来ない」ことを、

回生システムと搭載した電動自転車に設置することで解決。 

・既存のみまもりタグ事業と組合せることで、より確実な見守りが提

供可能。 

災害情報伝達手段等の高度化、 

３D都市モデルの活用 

１) V-Lowマルチメディア放送を活用した垂直避難 

・民間の垂直避難可能なビルと協定を結び、発災時に放送波による鍵

開け・照明点灯を実施。LPWAによる結果確認も可能。 

・災害時要援護者への BLE みまもりタグを配布し、避難所で検知する

ことで、要援護者の避難をセキュアに確認。 

２）冠水危険道路の監視 

・高精度カメラと 5Gネットワークを活用し、冠水危険性のあるアンダ

ーパスを監視。画像解析により、冠水危険性をリアルタイムに把握

しオープンデータ化（カーナビサービス等と連携も可能）。 

３）3D都市モデルの活用 

・３D 都市モデルを活用し、避難行動につながる分かりやすい可視化

や関連情報の提供を行う。 

高齢者における認知症の早期対応

（MCI） 

１）BLEタグによる高齢者の異常行動の把握と認知症の早期検知 

・高齢者が所持する BLE タグを、自宅内外に設置した IoT センサーが

検知し、日常生活の行動データを収集。 

・AIによる分析を通じて行動パターンを把握し、徘徊等の異常行動を

検出。 

２）高齢ドライバーの運転挙動の把握と軽度認知障害（MCI）の判定 

・ドライブレコーダーとセンサーを用いて高齢ドライバーの運転特性

や危険運転事象について解析し、MCI判定モデルを試行開発。。 
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表 その他の取組の概要（続き） 

取組名 概要 

ラストワンマイルの移動サービス

の構築 

EV を活用したラストワンマイルの移動サービス 

・地形の起伏が多い北部地域において、最寄りのバス停から公共施設

や病院、店舗などへオンデマンド運行する EV など、ラストワンマ

イルの移動サービスを検討中。 

統合データプラットフォームの構

築 

多様なデータを標準仕様で統合・一元管理 

・安全・安心分野を初めとした複数分野のデータを収集し分析等を行

う統合データプラットフォームを整備 

・FIWARE（ファイウェア）を中心に構成しデータの標準化による情報

の共有や活用を円滑化 

・データに応じた公開／非公開の領域区分を設定する等、適切にデー

タを一元管理 

オープンデータ APIの提供 

API の提供によりオープンデータの活用を促進 

・地理情報、統計情報、加古川市統計書、市政情報などエクセル形式

や csv形式で公開しているオープンデータの API機能を提供。 

・APIは OMA（OpenMobileAlliance)が標準化した共通 API「NGSI」で公

開。 

 

  



2-29 

 

（４）目標スケジュール（ロードマップ） 

 

本市における一連の取組の目標スケジュール（ロードマップ）を以下に示す。先行して実

装済みのものについては周辺自治体との連携を通じた広域展開を、開発・実証段階のものは

3～5 年以内の実装化を目指す。その他、新しい取組についても並行検討し、予算などに応

じてロードマップに反映していく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 各取組の目標スケジュール（ロードマップ） 
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（５）KPIによる進捗管理 

 

 本市では、これまで「加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」や「情報通信技術基

盤等の利活用に関する推進方針」において、基本目標指標と重要業績評価指標（KPI：：

Key Performace Indicator)により、一定期間ごとに施策の検証を実施してきた。新たに

策定されるスマートシティ実行計画においても、既存の指標を施策別に再整理し、取組の

効果を確認していくとともに、実装段階の具体の取組に関する新たな指標の追加を検討し

ていく考えである。 

 

現時点で想定している施策別の KPIを、次ページ以降に示す。各取組が着実に市民の間

に広がり、効果が実感されていくためには、とりわけ ICTを活用した取組の共通課題であ

る「分かりやすさ」や「使いやすさ」への対応が重要であると考えており、市民の意見を

取り入れ施策に反映していく「市民参加」や効果的な「情報発信」に注力しながら、関連

する KPIを設定することが重要であると考える。なお技術実装の段階に至っていない取組

や、中長期的な推進体制が未定の取組を含む施策については、今後検討の深度化に応じて

KPI を更新していく予定である。 
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表 施策別 KPI一覧 
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３．データの利活用における条件設定 

 
３．１. データ利活用基盤 FIWAREを活用したデータ流通の促進 

 
（１） データ利活用基盤 FIWAREの活用 

 
前述の通り、本市では、様々なデータを機械判読可能な標準仕様のデータに変換・蓄積し、

オープンデータとして公開したり、他のシステムとデータ連携したりすることのできる基盤

ソフトウェア（データプラットフォーム）として、欧州で開発・実証されている OSS：Open 
Source Software（オープンソースソフトウェア）の FIWARE（ファイウェア）を 2017 年度

より導入している。FIWARE は、データ管理、デバイス管理、ビッグデータ分析、認証、オ

ープンデータ連携など、約 40 種類のソフトウェアモジュールの集合体であり、目的に応じて

モジュールを組み合わせたり、新たなモジュールを開発したりして利用する。取り扱われる

データは、個別の識別子や属性、関連する付加情報を含めたコンテキストとして統一化され

た「データモデル」によって管理されるため、FIWARE に含まれるあらゆるモジュールが蓄

積されたデータを活用することができるうえ、各モジュールが従うべき共通「インタフェー

ス」が OMA（Open Mobile Alliance）で定義された NGSI（Next Generation Surface 
Interfaces）によって規定されているため、異なるインタフェースを組み合わせて高度なデー

タ検索を行ったり、同じインタフェースで別々のプラットフォームを接続して、分散したデ

ータを管理したりすることが可能となるのである。 
 
 

 
 
 
 
 
 

図 FIWARE のモジュール群 

 
図 FIWARE のデータモデル  
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 本市では、データ利活用基盤 FIWARE を利用し、市政情報や IoT 機器からリアルタイムで

取得する情報を収集・蓄積して一元管理を行うとともに、データの種類に応じた公開／非公

開の領域区分を設定し、行政情報ダッシュボード（地図上）での可視化やオープンデータと

しての提供を進めている。 
 

表 FIWARE の主な提供機能 
機能名 概要 

コンテキスト管理 
OMAによる NGSIインタフェースを介したコンテキスト情報（最新デー

タ）の登録・蓄積・参照機能を提供 

履歴データストレージ コンテキスト管理情報の変化を履歴データとして蓄積・参照する機能 

プロトコル変換 
一般的なセンサ機器以外からのデータをオープン API（NGSI）へ変換

する機能 

地図基盤（GIS） アプリケーションへ地理情報を提供する機能 

バイナリデータストレージ 画像・動画などのバイナリデータを管理するストレージ機能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 FIWARE のシステム構成イメージ 
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（２）オープンデータ化の取組 

 
 オープンデータについては、市のオープンデータカタログサイトにおいて、統計情報、防

災情報、施設情報、広報資料などのデータセットを、汎用性があると考えられる複数のデー

タ形式（CSV、XLSX、ngsi10、JSON など）でクリエイティブ・コモンズ・ライセンスのも

と公開している。共通語彙基盤 IMI に対応しているデータについては、市独自のデータモデ

ルを作成し公開をしている。またオープンデータ API を OMA（Open Mobile Alliance)が標

準化した共通 API で公開しており、利用者は対象となるデータをダウンロード・変換して各

自のシステムに取り込む手間をかけず、API を通じて直接データを取得することが可能とな

っている（ただし、利用者側のシステムも同様にデータ流通に配慮したシステムである必要

あり）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 加古川市オープンデータカタログサイト 
 
 さらに本市では、オープンデータを提供するだけでなく、利用方法を紹介した「オープン

データ API 利用チュートリアル」サイトの開設や「データ利活用基盤 FIWARE アプリケー

ション開発ガイド」の公開、民間企業や大学等による活用事例に関する情報発信などを行い、

利活用を推進している。 
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（３）データ流通の促進に向けた考え方 

 
 データ流通を促進する上で重要な視点として、まずは多種多様なオープンデータを、汎用

性のある複数のデータ形式と利用を制限しないライセンス（クリエイティブコモンズなど）

によって提供するとともに、利活用の方法や事例について情報発信することが有効であると

考えられる。加えて FIWARE などの標準化されたデータ利活用基盤を、近隣自治体をはじめ

とする多様な主体が導入し API で連携することでデータ融通が進むであろうことは言うまで

もないが、システム構築や職員の研修などに一定のコストや時間を要することから、なかな

か浸透しない可能性がある。そこで現在は、本市のように先行してデータ利活用基盤を導入

済みの自治体が近隣自治体に働きかけ、一つのプラットフォーム・ダッシュボードを共同で

利用する代わりに利用料を回収するようなスキームを構築できないか、効率的かつスピーデ

ィに広域展開を図る方法として検討中である。この点については、4 章においてより詳しく記

載する。 
 
  



3-5 

 

３．２．情報通信技術基盤等の利活用に関する基本方針について 

 
本市では、2017 年度に総務省の「データ利活用型スマートシティ整備推進事業」に採択さ

れたことを契機として、データ利活情報通信技術基盤の利活用を中心に、ICT やデータを活

用し、行政課題、地域課題の効果的・効率的な解決を図るうえでの方向性を示すことを目的

として「情報通信技術基盤等の利活用に関する推進方針」を策定している。計画期間は 2018
年度から概ね 3 か年であり、現在改定（更新）作業が進められているところであるが、以下

に主な内容を示す。 
 

 

図 情報通信技術基盤等の利活用に関する基本方針の概要 
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４．モデル事業としての横展開 

 
４．１. これまでの取組の成果とボトルネック 

 
2 章に記した主要な取組のうち、実証または実装を経て、周辺自治体への広域展開に向けて

具体的な検討・調整を進めている段階のものについて以下の通り整理する。本市の施策のう

ち、特に「安全・安心」や「防災」分野の取組は、周辺地域においても共通の課題であり、広

域で連携して取り組むことでよって、より効果的かつ効率的に、高度な展開が可能になると

考えられる。 
 

表 主要な取組の成果とボトルネック 
取組名 横展開に向けた取組内容 横展開にあたってのボトルネック 

１） こども・高齢者の 

見守りサービス 

 

・近隣自治体の市民が利用できる「広域

見守りタグ検知アプリ」を開発。携

帯にアプリをダウンロードするだ

けでタグ検知器となることができ

るようになる。 

・近隣自治体（加西市）と協議の上、実

証実験を実施中。加西市は、固定式

検知器の整備も進めているところ。 

 

・本市の場合は 1,500 台の見守りカメ

ラと合わせて一定の密度で一気に検

知器のメッシュを整備することがで

きたが、加西市においては、予算等

の関係により小規模での着手となり

検知率が懸念される。市民に効果を

実感してもらいながら段階的に拡充

していくための戦略が求められる。 

・見守りボランティアの人数を如何に

増やしていくか、市民の積極的な協

力を促すインセンティブの提供や情

報発信が必要。 

 

２） 保育士等の働き方改革・ 

業務負荷の改善、 

快適な保育環境の提供 

・実証対象の保育園にて書類の電子化

と簡素化による大幅な省力化（約

50%削減）を達成したため、共通ルー

ルとして市内６園に展開。 

・新たに試行を検討中の ICTツール（業

務効率化アプリ）についても、同様

に成果が得られれば、FIWAREと連携

させ、ノウハウを市内の他の園に共

有することを検討中。 

 

・これまでの業務形態を変更すること

への抵抗感、ICT ツールの活用によ

り、保育ノウハウが若手職員に十分

に伝授されないのではないかとの懸

念を抱くベテラン保育士が多い状

況。 

・園内の段階的な普及に向けた策は必

要。 

 

３） 国の浸水把握技術実証と

の連携：国が行う汎用カ

メラを用いた浸水把握技

術実証と連携した災害情

報の高度化 

・国・県・市の河川情報システムのデー

タ連携を実現。 

・周辺自治体も同様に連携していくた

めのスキームを検討中。 

・データ連携のためには、双方において

データ流通を可能とするシステムが

構築されている必要がある。 

・今後加古川流域の他の市町と国・県の

間でも連携を推進するためには、本

市の FIWARE・ダッシュボードを近隣

自治体と共同利用し、利用料を回収

するなどのスキームが必要。 
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４．２．共通的に活用可能な取組と加古川市個別の取組 

 
本市における取組の汎用性については、2 章で記した通りであり、基本的には他都市におい

ても同様に活用可能であると考えられる。一方、本市は安全・安心のまちづくりが重点課題

であり、見守りカメラ・検知器の整備や、それら IoT 機器から得られたデータを蓄積し、透

明性の高い状態で利活用するためのデータ利活用基盤（FIWARE）の構築に対して先行的に

投資してきたことから、他都市にはみられないインフラが出来上がっており、これを上手く

活用しながら、共通の課題意識や目標を持つ近隣自治体に仕組みを拡大することによって、

双方にメリットがある「広域見守りモデル」や「広域防災モデル」を実現する可能性が見えて

きている。それぞれのシナリオ（サービス概要と事業スキームのイメージ）を次ページ以降

に示す。 
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（１） 広域見守りモデル 

 
サービス概要 携帯の Bluetooth機能を活用した、近隣自治体の市民が利用できる見守りタグ検知

アプリを開発する。近隣自治体は、新たに大規模なハード整備（検知器のメッシュ整

備）やルールづくりを行う必要がなく、円滑かつ段階的な実装化が可能となる。また

加古川市民にとっても、加古川市の市界を越えて移動した場合の検知が可能となり、

サービスの高度化につながる。 

現在、広域で収集された移動データを基に、災害時の安否確認サービスを提供する

ことも検討中である。 

 

 

事業スキーム  現在、加古川市内において見守りサービスを提供する民間事業者は、市の初期投資

によるカメラ・検知器を基盤アセットとして、官民連携で事業を進めてきたため、費

用を抑えながらサービスを実装することが可能であった。サービスの近隣自治体への

広域展開は、民間事業者にとってもサービスの充実や新たな顧客の獲得につながり、

収益モデルを改善することにつながる。 
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（２） 広域防災モデル 

 
サービス概要 加古川市の FIWAREと行政情報ダッシュボードを、周辺自治体も共通利用できるもの

として提供する。FIWAREを構築済みの加古川市は、国（姫路河川国道事務所）や兵庫

県の河川情報システムと API連携することにより、国や兵庫県が保有する広域の災害

情報を取得し、行政情報ダッシュボードに統合・可視化している。周辺自治体も、そ

れぞれの保有情報を加古川市の FIWAREに格納し、同じダッシュボードで可視化するこ

とで、新たなデータ利活用基盤の構築に投資することなく、市民に広域の災害情報を

提供することが可能となる。 

市民が必要な情報を手に入れやすいよう、分かりやすい情報の整理やデータの活用

方法の例示についても検討中である。さらに、市町村災害対応統合システム（広域連

携した避難指示など）の実証実験との連携も図る予定である。 

 

 

事業スキーム FIWAREの維持管理・サービス拡充には一定のコストを要するため、共通利用する周

辺自治体からは、利用料などの低額の負担金を徴収することで賄うことが考えられ

る。周辺自治体にとっては、独自のデータ利活用基盤を構築する場合に比べてコスト

削減を図ることが可能となり、加古川市にとっても、持続的にサービスを提供してい

くための財源確保につながるのではないかと考えている。 
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５． 実証調査の実施 

 

５．１． 実証調査の概要 

 

 本業務では、河川防災及び子育て施設の省エネ・室内環境改善（電力のまちづくり活用）

の２つのテーマで実証調査を実施した。以下にその概要を示す。 

 

 兵庫県水位センサーデータの連携実証（河川防災広域連携実証） 

・ 広域の河川情報（兵庫県水位センサー）をリアルタイムデータとして収集し、加古

川市のダッシュボードに表示することで、河川防災分野における広域連携を図る実

証調査を実施。 

・ 今回の兵庫県水位センサーを例に、広域データやシステム間連携を図る際のポイン

トや課題等を整理。 

 

 環境センサーを活用した市内こども園の省エネルギー・室内環境改善効果  検

証実証（電力のまちづくり活用） 

・ 加古川市内の川西こども園を対象に、電力データ×施設環境センサーによる施設快

適性の向上や小規模施設の省エネ化を図った。 

・ 本実証は、2019 年度の SIP・スマートシティ実証（スマート保育園）の検討結果で

ある「空調機の立ち上りの改善による電力負荷の平準化に係る期待効果」「室内空気

の攪拌による空調機効率の改善期待効果」について施設運用による省エネ改善策を

実施し、その効果を電力データや環境センサーの実測結果から確認・検証した。 
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５．２． 兵庫県水位センサーデータの連携実証（河川防災広域連携実証） 

 

 兵庫県水位センサーの設置状況・対象水位センサー（7 箇所） 

  兵庫県では県内 163 箇所に水位センサーの観測局を有しており、10 分毎のセンサーデ

ータを収集し、県の河川情報システムによる庁内活用や、オープンデータとして公開して

いる。今回、県の河川情報システムに新たにデータ連携機能を構築し、加古川市の都市 OS

（FIWARE）とデータ連携を図るための河川防災広域連携実証を実施した。なお、本実証

調査では、加古川市周辺の下図に示す 7 箇所の水位センサーを実証対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加古川市周辺の 

実証対象センサー 

７箇所 

図 実証対象センサー位置図（7 箇所） 
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 兵庫県水位センサーデータ 

  兵庫県の水位センサーデータは 10 分毎にデータが取得され、庁内の河川情報システ

ムに送信される。当該センサーデータの取得情報のサンプルを下表に示す（局番号、観

測所名、河川水位（m）、河川水位フラグ、10 分（前回）水位変化量、10 分（前回）水

位変化量フラグ、時間水位変化量、時間水位変化量フラグ：各フラグはデータ取得の正

常｜異常を判別するものである）。 

 

表 兵庫県水位センサーデータ（サンプル） 

 

 

 

 

 都市 OS へのデータ格納・加古川市行政ダッシュボードへの可視化 

  （２）の水位センサーデータを取得し、加古川市の都市 OS（FIWARE）に格納した

上で、行政ダッシュボードへの一元集約による可視化を行った。本データは、データの

セキュリティ性を確保するため、外部からのデータ閲覧・取り扱いができない「都市

OS の非公開領域」にデータを格納した。 

  

局番号 観測所名 観測時刻 河川⽔位[m] 河川⽔位フラグ 10分(前回)⽔位変化量[m] 10分(前回)⽔位変化量フラグ 時間⽔位変化量[m] 時間⽔位変化量フラグ
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 0:00:00 0.26 0 0.01 0 0.04 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 0:10:00 0.24 0 -0.02 0 0.00 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 0:20:00 0.26 0 0.02 0 -0.01 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 0:30:00 0.25 0 -0.01 0 -0.01 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 0:40:00 0.23 0 -0.02 0 -0.05 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 0:50:00 0.23 0 0.00 0 -0.02 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 1:00:00 0.22 0 -0.01 0 -0.04 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 1:10:00 0.22 0 0.00 0 -0.02 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 1:20:00 0.23 0 0.01 0 -0.03 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 1:30:00 0.23 0 0.00 0 -0.02 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 1:40:00 0.23 0 0.00 0 0.00 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 1:50:00 0.23 0 0.00 0 0.00 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 2:00:00 0.24 0 0.01 0 0.02 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 2:10:00 0.24 0 0.00 0 0.02 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 2:20:00 0.24 0 0.00 0 0.01 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 2:30:00 0.24 0 0.00 0 0.01 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 2:40:00 0.24 0 0.00 0 0.01 0
55 ⿂橋（下流） 2021/2/15 2:50:00 0.24 0 0.00 0 0.01 0
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 広域データやシステム間連携を図る際のポイント・課題の整理 

（兵庫県水位センサーの情報の流れ） 

本実証では、兵庫県が有する県下の水位センサーデータを例に、兵庫県と加古川市のシ

ステム間でのデータ連携を図ることで、当該データを加古川市の行政情報ダッシュボー

ドで可視化し、その他の加古川市内の情報と合わせて一元集約する取組を行った。 

データ連携を実現するためには、双方においてデータ流通を可能とするシステムの構

築が必要となる。今回は兵庫県と連携方法の調整を行い、兵庫県側の対応として、県の河

川情報システムを対象に、県の内部サーバーから県が保有する BODIK（ビッグデータ＆オ

ープンデータ・イニシアティブ九州）の外部データ領域（CKAN 利用）に定期データ送信

するためのデータ連携機能を構築し、BODIK と都市 OS（FIWARE）のシステム間でのデータ

連携を実現した。 

このように、今後、加古川周辺の自治体や、国・県の間でデータ連携を推進するために

は、双方においてデータ流通を可能とするシステム（データ連携機能）の構築が必要とな

ることから、効率的な連携方法として今回の手法は参考になるであろう。また、本市の

FIWARE・ダッシュボードを複数の近隣自治体で共同利用するスキームも選択肢のひとつ

として考えられる。 

 

    〔兵庫県での対応〕          〔本実証調査での対応〕 

 

 

 

 

 

※BODIK：ビッグデータ＆オープンデータ・イニシアティブ九州 

  

図 兵庫県水位センサーの情報の流れ 

  

 

①兵庫県 

サーバー 

（内部システム） 

②兵庫県 

データ領域 

BODIK 

（CKAN 利用） 

 

③都市 OS 

FIWARE 

（加古川市） 

 

④行政情報 

ダッシュボード 
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５．３． 環境センサーを活用した市内こども園の省エネルギー・室内環境改善効果  

検証実証（電力のまちづくり活用） 

 

 仮説・検証方法 

1） 夏季保育室屋内環境の改善 

  2019 年度の実測から、冬季（暖房時）は室内上下温度差が大きく、大人と幼児の体感

温度に差が生じている状態であったことから、夏季（冷房時）においても、同様に上下温

度差が大きく、幼児の活動高さは過度に冷却されている可能性がある。 

  環境センサーによる計測から室内環境を把握し、改善の必要があれば改善方法を検討

する。 

 

2） 冬季空調運転の省エネ運用改善 

 2019 年度の冬季実測から、下記 2 点の空調省エネ運用の改善点について、運用改善に

よる省エネ効果を把握する。 

省エネ効果は、改善実施前後の電力データを用いて把握する。なお、2020 年度は感染症

対策のため、こまめな換気を実施していることから、例年より空調負荷が増えているもの

と推測されるため、評価は 2020 年度内の改善実施前後を比較する。ただし、空調の電力

消費量は、外気温度の影響を大きく受けるため、効果把握においては、外気温度の影響を

補正して評価を行うものとする。 

i) 空調機の立ち上りの改善による電力負荷の平準化 

  冬季は施設全体の電力デマンドの時刻変化が大きい時間帯（7 時～9 時）に空調機が ON

になっており、空調機の電力による押し上げ影響が大きいと推測された。空調機は稼働直

後において、早く暖めるために効率の悪い運転を行う特性があるため、空調機を順次運転

することにより 12%程度電力負荷の平準化が可能と推測される。また、平準化されること

で、基本料金削減が期待できる。 

ii)  室内空気の攪拌による空調機効率の改善 

  冬季は下図のように室内上限温度差が大きくついており、室上部に暖気が溜まってい

る状態であり、空調機は設定温度を満たすためフル稼働して運転効率が低下していると

推測された。天井に設置されたシーリングファンを運用し、空調機から吹き出された暖気

を撹拌することで、室内全体を暖め、空調機の効率改善による省エネ効果が期待できる。 
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図 2019 年度冬季の室温状況 

 

 

 実施内容 

1） 屋内環境センシングに関する計測概要  

i) 計測対象建物・対象室概要 

 対象建物は、加古川市内の川西こども園であり、屋内環境センシングの計測を行う対象室

は、保育環境による体調不良が起こりやすい幼児の保育室である 0・1 歳児室及び 2 歳児室

である。 

 

 
 

図 計測対象室（赤枠） 

廊下 テラス

空調機

■室中央断⾯における午睡時間帯の空間室温分布（2020年1⽉14⽇14:00）

空調機吹出付近の温度が⾼い

午睡エリアの温度＜室温の設定温度

ファンの利⽤により室上部に溜まった暖気を攪拌
することで、午睡エリアの温熱環境を改善しつつ、
空調機の効率も改善可能
↓

⾮空調の廊下からの冷気 屋外からの冷気

電気式
パッケージ型空調機

0・1 歳児 

2 歳児 
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0･1 歳児室と 2 歳児室は対象のレイアウトとなっている。2 歳児室を代表として、環境セン

シングのセンサー設置場所に関して室内状況を下図に示す。 

 

図 2 歳児室内の状況 
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ii) 計測センサーの概要 

  屋内環境センシングのために、室内に設置した環境センサーについて、概要を示す。 

 

表 環境センサーの概要 

名称「環境センサー」 オムロン社製 

型式 2JCIE-BL01（バッグ型） 

 

 

測定機能 
温度･湿度･照度･気圧･騒音･UV･不快

指数･熱中症警戒度（Index） 

通信方式 Bluetooth 通信 

通信距離 伝送範囲 10m 

使用周囲温度 －10～60℃ 

使用周囲湿度 30～85%RH 

外形寸法 W:39mm･D:15mm･H:46mm 

質量 約 16g（電池含む） 

電池寿命 約 6 カ月 

電源電圧 DC3V（リチウム電池 CR20321 個） 
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iii) 計測機器設置状況と計測期間 

  環境センサは、下表の位置に 2019 年度の SIP・スマートシティ実証（スマート保育園）

にて設置したものを継続利用した。なお、保育の妨げにならぬよう設置位置及び向きを配

慮したため、一部照度が適切に計測できていないセンサ（表中青表示）がある。また、計

測にあたって環境センサの電池交換を実施し、2020 年 8 月 12 日～2021 年 2 月 28 日に

計測を行った。 

 

表 計測機器設置状況 

 2 歳児室 0・1 歳児室 

上
部
（
梁
付
近
） 

  

中
間
部
（H

14
00

程
度
）  

下
部
（
床
上
） 

 
 

凡
例 

 

 

  

テラス

WC

ロッカー(H1000)

テーブル

玩具（H400)⽔洗

テーブル

テーブル
タオル
かけ

テーブル

棚

棚（H1600）
2歳-1M

2歳-6M 2歳-2M

2歳-3M2歳-4M
2歳-5M

2歳-7M
2歳-8M

2歳-S6

空調リモコン横
（空調制御センサ付近）

ベビーベッド

テラス

WC

ロッカー(H1000)

テーブル

⽔洗

テーブル

タオル
かけ

テーブル

棚

棚（H1600）
0歳-1M

0歳-6M 0歳-2M

0歳-3M0歳-4M
0歳-5M

0歳-7M
0歳-8M

0歳-S3
空調リモコン横
（空調制御センサ付近）

テラス

WC

ロッカー(H1000)

テーブル

玩具（H400)⽔洗

テーブル

テーブル
タオル
かけ

テーブル

棚

棚（H1600）

テーブル裏⾯

⼿洗い裏

棚の中

テーブル裏⾯

2歳-6L

2歳-4L

2歳-10L

2歳-11L

2歳-3L
キャビネット
横
2歳-S1

2歳-S2

廊下

テラス

WC

ロッカー(H1000)

テーブル

⽔洗

テーブル

タオル
かけ

テーブル

棚

棚（H1600）

テーブル裏⾯

⼿洗い裏

棚の横

テーブル裏⾯

0歳-6L

0歳-4L

0歳-10L

0歳-11L

0歳-3L
ャビネット横
0歳-S1

ベビーベッド

0歳-S6 0歳-S70歳-S2
トイレ内 ベビーベッド裏

午睡時に床⾯に移動

︓照度参照可能センサ

︓照度参照不可能センサ（計測されているが、設置向き等から参考にならない）

︓照度のみ計測（ティッシュケース型）
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2） 夏季屋内環境センシングのデータ分析 

夏季にセンシングした各種データの中から、代表データを示す。 

 

i)  室内温度 

代表日として、2020 年 9 月 4 日（金）の 0・1 歳児室における代表時刻の温度分布断

面を示す。7 時の段階では、室内は 28℃～30℃であったが、、8 時前に空調を ON によっ

て、早朝保育開始前に室温が 26℃前後に低下している状況が分かる。また、午睡中（13

時）、お迎え時間（17 時）においても、空調の吹き出し付近以外に、顕著な温度差は見ら

れないことが確認できた。 

 



5-11 

 

 

図 実内温度の分布イメージ 
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3） 冬季空調運転の省エネ運用改善 

i) 運用改善実施内容 

2021 年 1 月 21 日より、下記３つの運用を実施した。 

 

① 空調機稼働開始時間の見直し 

  ・ 30 分程度ずらしながら、順次空調機を起動させる（下図：イメージ） 

  ・ 遊戯室は GHP（ガス機器）であるため、対象外 

 

図 空調機稼働開始時間イメージ 

 

 

② シーリングファンの運用 

  ・ シーリングファンを運転し、空調機と併用することで室内を均一に温める 

・ 空調機稼働開始 1 時間後からシーリングファンを ON 

  ・ 空調機停止時には同時に停止 

 

図 シーリングファン運用による効果イメージ 
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③ 床暖房と空調機の併用方法（床暖房設置は 0・1 歳児室のみ） 

  ・ 空調機を先に ON にし、部屋を暖める 

（ヒーター式の床暖房より空調機のほうが、エネルギー効率が高い） 

  ・ 園児登園時間直前に床暖房を ON にする（こまめに ON/OFF してもよい）   
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ii) 省エネ効果（電力データ分析） 

 2019 年度および 2020 年度の電力データと外気温度の状況を図に示す。 

最大電力は、最高気温や最低気温、電力量は日平均気温の影響を大きく受けるが、夏季に

おいては 2019 年度と 2020 年度で外気温度の差はあまり見られないが、最大電力、電力量

ともに 2020 年度は増加している。これは、感染症対策のため換気頻度が増加したことによ

る空調電力増によるものと推測される。冬季においては、2019 年度より 2020 年度は外気

温度が低い傾向に加え、夏季と同様に換気頻度増加による影響もあり、最大電力、電力量と

もにさらに増加している。 

運用改善の効果を把握するにあたり、2019 年度と 2020 年度の比較は困難であるため、

2020 年度の冬季において、改善対策実施前後の比較を行った。 

 

図 2019 年度～2020 年度の外気温度と電力データ 

2019/7/16, 24 2020/2/10, 25

2020/8/27, 36
2021/1/12, 41
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なお、2020 年度冬季のピーク日は運用改善実施前の 2021/1/12 が突出している状況であ

る。参考に 2019 年度のピーク日（2020/2/10）と合わせて下図に電力データを示すが、冬季

は通常 9:00（8:30～9:00）にピークがくるはずが、2021/1/12 は 10:00 がピークとなる特殊

な状況であった。 

 

 

図 2019 年度・2020 年度 冬季ピーク日の電力データ 

 

 上記の特殊日を除くと、対策実施前のピーク日は最大電力 31kW の 2021/1/13（水）であ

り、対策後に類似する外気状態の日である 2021/2/18（木）と電力データを比較した。それ

ぞれ最低気温は約-3℃と冷えた日であり、一日のピークは朝 9:00 であるが、運用改善後の

2021/2/18 は、改善前と比較し、最大が 31kW から 28kW と 3kW（10%）減少した。また、

一日の電力量は、2021/2/18 の方が、日平均外気温度が低いにも関わらず、428kWh から

407kW に 21kWh（5%）減少したことが確認された。 
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特に、運用改善後は 9:00 と 9:30 が同程度となっており、平準化されたことが分かる。 

 

 

 

    （拡大図：2021/1/13） 

 

    （拡大図：2021/2/18） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 運用改善実施前後の電力データ比較 
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運用改善後において、最大電力が大きい他の日の電力データを下図に示す。2021/2/18 と

同様に、9:00、9:30 の電力が平準化されており、ピークカットの効果があったものと判断で

きる。 

 

図 運用改善実施後の電力平準化の例 

 

 

 以上より、運用改善により３kW のピーク低減、冬季（12 月～2 月）に 5%の電力量低減

が図れるものと仮定した場合、電力料金は年間で下記のとおり約 7 万 5 千円の削減が期待

できる。 

 

＜電力料金削減効果＞ 

・基本料金単価: 1,765 円/kW 

・従量料金単価：14 円/kWh 

・削減電力デマンド: 3kW（年間） 

・削減電力量：855kWh（2019 年度 12 月～2 月電力量の 5%） 

⇒年間電気料金削減効果： 75,664 円/年  
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iii) 室内状況（環境センサデータ） 

 運用改善実施後の室内状況を環境センサーデータにより確認した。下表に示すように、運

用改善後の 2021/2/19 は空調開始後には上部に暖気が溜まっているが、その後シーリング

ファンの稼働によって、室内全体が概ねムラなく暖められていることが確認できる。 

 

表 運用改善後代表日の室温状態 

2021/2/19   0・1 歳児室 備考 

7:00 

 

空調開始前 

8:00 

 

空調開始直後 

9:00 

 

9:00 前に床暖房 ON 

9:00 過ぎにシーリングファン

ON 

 

上下温度ムラが大きい状態 

（上部に暖気が溜まってい

る） 

10:00 

 

上下温度ムラが概ねなくなっ

た状態 

 

  

廊下 テラス

空調機

9.51

9.89

8.15

9.80

廊下 テラス

空調機

14.85

19.72

10.90

21.93

廊下 テラス

空調機

19.30

23.82

15.96

26.14

廊下 テラス

空調機

17.49

18.78

15.91

20.34
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５．４． 実証調査の考察 

 兵庫県水位センサーデータの連携実証（河川防災広域連携実証） 

本実証では、兵庫県が有する県下の水位センサーデータを例に、当該データをシステム

間連携することで、加古川市の行政情報ダッシュボードで可視化し、その他の市内関連情

報と合わせて一元集約する取組を行った。 

 

上記のように、行政間でデータ連携を実現するためには、双方においてデータ流通を可

能とするシステム（データ連携機能）の構築が必要となる。今回は兵庫県と連携方法の調

整を行い、兵庫県側の対応として、県の内部サーバーから兵庫県が保有する外部データ領

域に定期データ送信するためのデータ連携機能を構築し、県の外部データ領域と市の都

市 OS（FIWARE）のシステム間でのデータ連携を実現した。 

 

今後、行政間でデータ連携を推進するためには、双方においてデータ融通を可能とする

システムの構築が必要となることから、効率的な連携方法の一つとして今回の手法は参

考になるであろう。また、今回の取組のように、行政間でのデータ連携を推進することで、

双方のデータ利活用の機会が誘発され、それぞれに相乗効果が期待できることから、スマ

ートシティの推進に資する取組になったと考える。 

 

また、兵庫県の水位センサーのように県下を広域エリアでカバーしているデータを利

活用することで、本市の FIWARE・ダッシュボードを複数の近隣自治体で共同利用して、

隣接自治体は自らの必要なデータを抽出した上で、ダッシュボードで可視化するスキー

ムも選択肢のひとつとして考えられる。これにより、それぞれ単独でツール等整備するよ

りもトータルコストの低減を図ることが可能となる。 

 

 環境センサーを活用した市内こども園の省エネルギー・室内環境改善効果  検

証実証（電力のまちづくり活用） 

本実証では、電力データ（実績値）を活用して、年間を通して保育室の室内環境を把握

することができた。環境センサーを多数設置しているが、必要最小限のセンサー設置位置

等を概ね把握できたため、今後は他保育園への展開を効率的に実施することが可能であ

る。また、空調システムは、他の保育園でも同様のシステムを導入しているものと考えら

れるため、運用改善方法は他保育園においても同様に実施が可能である。 

 

今後、複数の市内保育園の環境データの収集を進め、その環境データや電力データを一

元化して確認することにより、施設による環境のばらつきを最小化し、更なる保育環境の

適正化と均質化を図ることが可能となる。さらに、保育園だけではなく、高齢者施設や病
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院など室内環境の変化に敏感な施設において、同様の取組を施設に応じて適用すること

も考えられ、これにより安心・安全まちづくりを加速化させることが期待される。 

 

また、本実証では、加古川市の公共建物の使用実態について、省エネ・節電の観点およ

び温熱環境改善の観点の両面から捉えることができた。これらの情報は、加古川市内の他

園への展開、他市へのナレッジ共有などを通じて、限りある資源を地域で有効に活用する

取組みに展開できる基礎材料になると考えられる。 

 

さらには、Fiware などへのデータ格納、他データとの組み合わせにより、デマンドレ

スポンスや VPP などの電力関連の取組みや、 自治体施設における快適な室内環境と省

エネの両立などの見える化など、電力のまちづくり活用としての多方面での利活用も想

定される。省エネの進展した日本において、脱炭素社会の実現にむけて、足元における地

道な取組みを積み上げていくことは、スマートシティで重要な要素の一つと考える。 
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６．本業務の取りまとめ 

本業務の取りまとめとして、下記の書類を次ページ以降に添付する。

資料１：加古川市スマートシティ実行計画

資料２：加古川市スマートシティ実行計画（概要版、4 ページ） 
資料３：加古川市スマートシティ実行計画（概要版、1 ページ） 
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スマートシティの実装に向けた検討調査（その１１） 
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